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貸 借 対 照 表 
  

（2023年12月31日現在） 

（単位：千円） 

資産の部 負債の部 

科    目 金   額 科    目 金   額 

流動資産 62,063,844 流動負債 26,204,237 

現金及び預金 2,137,604 営業未払金 169,192 

営業未収入金 80,190 関係会社短期借入金 18,619,593 

有価証券 14,178 1年内返済予定の長期借入金 907,500 

販売用不動産 59,008,077 未払金 103,423 

原材料及び貯蔵品 14,221 未払費用 374,640 

前払費用 137,857 未払法人税等 2,194,991 

立替金 666,094 賞与引当金 80,909 

その他 9,596 前受金 676,580 

貸倒引当金 △3,977 預り金 2,786,543 

固定資産 3,105,188 その他 290,861 

有形固定資産 853,497 固定負債 6,015,894 

建物 570,817 長期借入金 665,000 

工具、器具及び備品 136,161 退職給付引当金 1,829,404 

土地 146,518 長期預り敷金保証金 3,384,080 

無形固定資産 93,579 その他 137,410 

ソフトウエア 89,138 負債合計 32,220,132 

その他 4,440 純資産の部 

投資その他の資産 2,158,112 株主資本 32,948,900 

投資有価証券 26,878 資本金 4,321,006 

関係会社株式 50,000 資本剰余金 3,765,550 

その他の関係会社有価証券 15,511 資本準備金 3,765,550 

従業員に対する長期貸付金 62 利益剰余金 24,862,343 

長期前払費用 51,969 その他利益剰余金 24,862,343 

繰延税金資産 838,668 繰越利益剰余金 24,862,343 

敷金及び保証金 1,173,020   

その他 4,510   

貸倒引当金 △2,510 純資産合計 32,948,900 

資産合計 65,169,032 負債及び純資産合計 65,169,032 
  
(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 
 

  
(自2023年１月１日 至2023年12月31日) 

（単位：千円） 

科    目 金   額 

営業収益   41,560,680 

営業原価   30,007,015 

営業総利益   11,553,664 

販売費及び一般管理費   1,674,178 

営業利益   9,879,486 

営業外収益     

受取利息 8   

受取社宅負担金 12,249  

受取保険配当金 1,845  

その他 2,882 16,987 

営業外費用     

支払利息 143,696  

その他 16 143,712 

経常利益   9,752,760 

税引前当期純利益   9,752,760 

法人税、住民税及び事業税 3,089,763   

法人税等調整額 9,101 3,098,865 

当期純利益   6,653,894 
  
(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 
 

  
（自2023年１月１日 至2023年12月31日） 

(単位：千円) 

  

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 資本準備金 
資本剰余金 

合計 

その他 

利益剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 4,321,006 3,765,550 3,765,550 19,401,747 19,401,747 27,488,304 27,488,304 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当    △1,193,299 △1,193,299 △1,193,299 △1,193,299 

当期純利益    6,653,894 6,653,894 6,653,894 6,653,894 

事業年度中の変動額合計 － － － 5,460,595 5,460,595 5,460,595 5,460,595 

当期末残高 4,321,006 3,765,550 3,765,550 24,862,343 24,862,343 32,948,900 32,948,900 
  
(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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【個 別 注 記 表】 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

①子会社株式及びその他

の関係会社有価証券 

移動平均法による原価法 

なお、匿名組合出資については、組合契約等に規定される決算報告日に応じて

入手可能な最近の決算報告書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法に

よっております。 

  ②その他有価証券  

市場価格のない株式等

以外のもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法 

なお、匿名組合出資については、組合契約等に規定される決算報告日に応じて

入手可能な最近の決算報告書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法に

よっております。 

なお、営業有価証券については移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）により評

価しております。 

 (2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  ①販売用不動産 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

賃貸中の販売用不動産については固定資産に準じて減価償却を行っておりま

す。 

  ②原材料及び貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

  

２．固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   建物 定額法 

   工具、器具及び備品 定率法 

 なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

 (2) 無形固定資産 

  定額法 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しております。 

  

３．引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 従業員に対する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度負担分

を計上しております。 

 (3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）に基づく定額法による按分額を費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）に基づく定額法による按分額をその発生の

翌事業年度から費用処理しております。 
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４．収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充

足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

(1) 仲介事業 仲介事業は、主に顧客との不動産媒介契約に基づき、顧客のために不動産売買

契約及び不動産賃貸借契約を成約させており、仲介物件の引渡しが完了した時

点で収益を認識しております。 

(2) アセットソリューショ

ン事業 

アセットソリューション事業は、価値の増加が見込まれると判断した不動産を

取得し、付加価値を向上させて売却しており、顧客へ不動産を引渡した時点で

収益を認識しております。 

(3) 賃貸事業 賃貸事業は、主に賃貸マンションならびにオフィスビル等の賃貸業務を行って

おり、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 2007年3月30

日）等に従い収益を認識しております。 

 

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 控除対象外消費税の会計処理 資産に係る控除対象外消費税等は取得原価に算入し、それ以外は発生年度の費

用としております。 

 

 

（会計方針の変更に関する注記） 

 時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定

める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用す

ることといたしました。 

なお、この変更による当計算書類に与える影響はございません。 

 

 

（表示方法の変更に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

 

（会計上の見積りに関する注記） 

  販売用不動産の評価 

 (1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 
 

販売用不動産 59,008,077千円 
 
 (2) 計算書類利用者の理解に資する情報 

販売用不動産の評価は、収益性の低下による簿価切下げの方法によっており、期末時点の正味売却価額が

簿価を下回る場合には、差額を営業原価に計上しております。 

正味売却価額については、外部の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書等に基づき算定しております。 
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（貸借対照表に関する注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

 372,947千円 

 

２．流動資産「営業未収入金」のうち、顧客との契約から生じた債権の残高 

営業未収入金 71,607千円 

 

３．流動負債「前受金」のうち、契約負債の残高 

契約負債 304,099千円 

 

４．金融商品として会計処理した資産及び負債 

「特別目的会社を活用した不動産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」(日本公認会計士協会会

計制度委員会報告第15号)に基づき、金融取引として会計処理した資産及び負債 

販売用不動産 77,505千円 

預り金 85,000千円 

 

５．保証債務等 

保証債務 797千円 

(注)仲介物件購入者の住宅ローンに対する保証であります。 

  

６．関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く） 

短期金銭債権 6,987千円 

長期金銭債権 227,919千円 

短期金銭債務 102,323千円 

 

７．当座貸越契約及び貸出コミットメント 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。 

また、当社は東京建物株式会社が導入しているＣＭＳ（貸出コミットメント）に参加しております。 

これらに基づく事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等は以下の

とおりであります。 

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 41,500,000千円 

借入実行残高 18,619,593千円 

差引額 22,880,406千円 

 

 

 
 

（損益計算書に関する注記） 

１．営業収益のうち、顧客との契約から生じる収益の額 

 27,139,321千円 

 

２．関係会社との取引高 

営業取引の取引高 2,478,224千円 

営業取引以外の取引高 130,332千円 
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（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 45,896,123 － － 45,896,123 

 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 

１株当たり 
配当額 
(円) 

基準日 効力発生日 

2023年３月29日 
定時株主総会 

普通株式 1,193,299 26 2022年12月31日 2023年３月30日 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

(千円) 

１株当たり 
配当額 
(円) 

基準日 効力発生日 

2024年３月27日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 2,065,325 45 2023年12月31日 2024年３月28日 

 

 

（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(繰延税金資産) 

 退職給付引当金 559,797千円 

 販売用不動産 1,363,239千円 

 減損損失 23,612千円 

  賞与引当金 28,713千円 

  貸倒引当金 1,985千円 

 未払事業税 117,822千円 

  その他 60,892千円 

   (繰延税金資産小計) 2,156,064千円 

  評価性引当額 △1,173,159千円 

   (繰延税金資産合計) 982,904千円 

(繰延税金負債) 

 販売用不動産 △144,235千円 

  (繰延税金負債合計) △144,235千円 

  繰延税金資産の純額 838,668千円 
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（金融商品に関する注記） 

1. 金融商品の状況に関する事項 

 (1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、不動産投資計画に照らして、短期的な運転資金を銀行借入、もしくは東京建物株式会社が導入している

ＣＭＳ（キャッシュマネジメントシステム）により調達しております。 

 (2) 金融商品の内容及びそのリスク 

有価証券及び投資有価証券は、主に資産流動化法に基づく特定目的会社に対する優先出資証券、特別目的会社に

対する匿名組合出資金及び業務上の関係を有する企業の株式等であり、それぞれ発行体の信用リスク及び市場価

格の変動リスクに晒されております。 

借入金は、運転資金（主として短期）及び不動産投資資金（主として長期）の調達を目的としたものであります。 

 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

2023年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（(注)１参照）。  

  
貸借対照表計上額 

(千円) 
時価 

(千円) 
差額 

(千円) 

 長期借入金（*１） 1,572,500 1,569,641 △2,858 

負債計 1,572,500 1,569,641 △2,858 

(*１) 長期借入金の貸借対照表計上額及び時価には、１年内返済予定の長期借入金が含まれております。 

(*２) 現金、預金及び関係会社短期借入金については、現金であること、預金及び関係会社短期借入金は短期間で決済

されるため、時価が帳簿価額と近似していることから、記載を省略しております。 

(*３) 長期預り敷金保証金については、販売用不動産の預り敷金は短期間で決済されるため、時価が帳簿価額と近似し

ており、賃貸事業の敷金は重要性が乏しいため記載を省略しております。 

 

(注) １ 市場価格のない株式等 

区分 
貸借対照表計上額 

（千円） 

子会社株式 50,000 

その他の関係会社有価証券 15,511 

非上場株式 3,000 

営業有価証券 14,178 

匿名組合出資金（*１） 23,878 

（*１）匿名組合出資金については、時価算定会計基準適用指針第24-16項に従い、時価開示の対象とはして

おりません。 

 

 

 
   



 

- 9 - 
 

（関連当事者との取引に関する注記） 

１．親会社及び法人主要株主等 

種類 会社等の名称 

資本金又は 

出資金 

(千円) 

事業の内容 

又は職業 

議決権等の 

被所有割合 

(％) 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

親会社 
東京建物 

株式会社 
92,451,442 不動産業 

直接 

100.0 

不動産の仲介等 

役員の兼任 

資金の借入 25,566,848 関係会社 

短期借入金 
18,119,593 

利息支払 127,832 

販売用不動産の

売却 
1,005,000 - - 

 
 取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．当社は、東京建物株式会社が導入しているＣＭＳ（キャッシュマネジメントシステム）に参加してお 

り、資金貸借取引はＣＭＳに係るものであります。利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しており、

担保は受け入れておりません。なお、資金の借入に係る取引金額は、期中平均残高を記載しております。 

２．販売用不動産の売却における取引条件については、市場価格等に基づいて決定しております。 

 

２．子会社等 
  
  該当事項はありません。 

 

 

（収益認識に関する注記） 

収益を理解するための基礎となる情報 

収益を理解するための基礎となる情報は（重要な会計方針に係る事項に関する注記）「４．収益及び費用の計上基準」

に記載のとおりであります。 

 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額 717円90銭 

１株当たり当期純利益 144円98銭 

 


